
別記様式第１号－２

各年度ごとの事業内容及び事業費の内訳 （単位：円）

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度
支援期間の
事業費計

支援期間の
翌年度

①講演会の開催
②交流会の開催

①講演会の開催
②交流会の開催

①講演会の開催
②交流会の開催

①講演会の開催
②交流会の開催

576,485 720,000 720,000 2,016,485 720,000

472,485 600,000 600,000 1,672,485 600,000

うち県交付金 114,855 160,000 160,000 434,855

0

うち県交付金 0

その他自主財源等 104,000 120,000 120,000 344,000 120,000

市町担当情報

電話
FAX
E-mail

事業に係る市町総合
戦略の目標及びKPI

各市町の戦略から抜き出して記載
地元企業交流プロジェクト
地元各企業が持つ潜在能力を広く周知することで、町に対する魅力を感じ、将来的な就業や定住につながるよう、町内大手企
業をはじめとする、地元各企業と連携したイベント開催を推進する。
・イベント開催数　ＫＰＩ 基準値 （Ｈ２６） ＫＰＩ 基準値 （Ｈ２９） ＫＰＩ 基準値 （Ｈ３０）　目標値（Ｈ３１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　１回（１）　　　　　　　２回（１）　　　　　　　　　５回

地域の特徴・現状・課題等（事業の内容と関連するもの）を記載
企業等を取り巻く環境については、景気低迷の長期化や国際間競争の激化等により厳しさを増しつつあり、今後は、こうした困
難な状況を乗り越えられるよう、既存企業の体質強化や経営の安定化、技術力の向上を図る取り組や新たな起業化等を促す
効果的な支援に努めていく必要があります。

市町支出金
（ソフト事業分）

事 業 目 的

事業の目的を簡潔に記載
町内の企業等が一同に会し交流することで、交流の少ない異なる業種の生きた情報を取得できる。更に、「農商工」連携による
６次産業化、新事業への進出、新しい技術や新商品開発の可能性等、新たな雇用の創出も期待できる。自主的かつ主体的に
自らの将来について学び考える貴重な機会となり、また、企業等の今後の可能性を広げることで、地域経済の発展、地域の活
性化に資することを目的としている。

事 業 概 要

当該年度の実施内容、翌年度以降の取組等を簡潔に記載
上三川町企業間交流会は、企業がお互いに技術・情報を交換することにより個々の企業では解決できない課題などを共同で開
発したり、会員間の業種の垣根を越えた交流を図ること等を目的としており、地域経済の活性化対策の一助として、業種の壁を
越えたあらゆる情報を持ち寄り、交換することにより個々の企業の経営力の強化に繋げていく。
【事業内容】
・企業間交流会の開催（日産自動車㈱栃木工場ゲストホール：平成30年11月14日（水）
　①講演会
　　内容：経済・景気の動向について
　　講師：田嶋　智太郎
　②交流会（立食パーティー形式の情報交換会）

産業振興課

栃木県わがまち未来創造事業計画（実績）書（単位事業調書）
【単独事業】

当 該 事 業 に 係 る
地域 の現状 と 課題

事 業 主 体 の 概 要

事 業 主 体 の 所 在

代 表 者 の 名 称

事 業 主 体 の 名 称

事 業 名

市 町 名 上三川町

企業間交流会

上三川町企業間交流会実行委員会

隅内　久雄

河内郡上三川町しらさぎ一丁目１番地

・団体の目的：上三川町企業間交流会を開催するため、必要な事業を行うことを目的とする。
・設立年月日：平成29年4月1日
・構成員等：上三川町副町長、上三川町商工会長、その他、関係機関、団体の代表者

事業内容

連絡先
sangyou01@town.kaminokawa.lg.jp
0285-56-6868
0285-56-9150
末長　宏樹

市町支出金
（ハード事業分）

事業費

担当課（ｸﾞﾙｰﾌﾟ・係）名
担当者名



別記様式第１号－４

　※連携事業の場合は幹事市町名を記載すること。

30 年度

１　収入の部

予算額
（精算額）

104,000

472,485

576,485

２　支出の部

県交付金

210,560 210,560 105,280 0
講師代、講師謝礼（土産）

消耗品費 18,071 18,071 9,035 0
消耗品費、生花代

食糧費 346,774 242,774 0 104,000
交流会時飲食代等

1,080 1,080 540 0
振込み手数料等

0

0

0

0

0

0

576,485 472,485 114,855 104,000

具体的な支出内容については、備考欄に記入してください。

連携事業のうち、次に該当する場合は、様式１号－５も提出してください。
１　市町のみで事業を実施する場合
２　複数の地域づくり団体等に支出する場合

手数料

科目欄には、原則地方自治法施行規則第１５条別記の節（需用費、役務費は細節）の区分を用いてください。

上三川町

栃木県わがまち未来創造事業計画（実績）書（単位事業収支予算（精算）書）

市町名

単位事業名

対象年度

備考

企業間交流会

市町支出額
自主財源等

計

財源

科目

報償費（講師代）

予算額
（精算額）

科目 備考

会費 52人×2,000円=104,000円

町補助金

計


